
神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内の商店街団体等

が実施する事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、補

助金の交付等に関する規則（昭和45年神奈川県規則第41号。以下「規則」という。）

に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定めるとこ

ろによる。 

(1) 「商店街団体等」とは、次に掲げるものをいう。ただし、構成員の過半数が県

内中小企業者（県個人事業税又は法人県民税の対象となる事業者のうち、中小企

業支援法（昭和38年法律第147号）第２条第１項第１号から第４号に規定する者）

であるものに限る。 

ア 商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）に規定する商店街振興組合若しく

は商店街振興組合連合会又は中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）に

規定する商店街の事業協同組合 

イ アに掲げる以外の法人化された商店街団体 

ウ 法人化されていない商店街等を構成する任意の団体であって、規約等により

代表者の定めがあるもの 

エ ア、イ及びウに掲げる以外の団体で、地域商業の活性化に貢献し、規約等に

より代表者の定めがあって商店街団体として認められるもの 

(2) 「補助事業者」とは、必要に応じ補助金等の交付を受けようとする者又は補助

金の交付を受けた者をいう。 

(3) 「感染防止対策取組書」とは、店舗·施設等が業種ごとに定められた感染防止対

策のガイドライン等に沿った対策を実施しているかを一覧で示すことができる県

の取組をいう。 

(4) 「マスク飲食実施店認証制度」とは、店舗の利用者一人ひとりが「マスク飲食」

の徹底を図ることで、飲食店事業者の持続可能な営業環境を維持するとともに、

利用者が安心して利用できる店舗を目指す取組をいう。 

(5) 「キャッシュレス・消費喚起事業(かながわPay)」とは、県内消費を喚起するた

め、感染防止対策取組書を掲示している県内の加盟店で「かながわPay」アプリを

通じてキャッシュレス決済した場合、ポイント還元を行うキャンペーンをいう。 

 

（補助の対象事業） 

第３条 補助の対象とする事業（以下「補助事業」という。）は、新型コロナウイル

ス感染症の影響を受けた商店街団体等が商店街の再活性化を図るための事業であっ

て、知事が補助の対象としたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表に定める補助対象経費の下限額未満の事業は補助

の対象から除く。 

 

 



（補助の対象者） 

第４条 補助金の交付対象者は、第７条に規定する交付申請に先立って、事前に「神

奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金事前相談申込書（様式１）」を提出し、

商店街振興アドバイザー派遣事業実施要領（昭和62年４月１日施行）又は若手商業

者連携促進事業実施要領（平成21年４月１日施行）に規定するアドバイザー派遣事

業により補助事業の指導を受けているとともに、感染防止対策取組書、マスク飲食

実施店認証制度及びキャッシュレス・消費喚起事業を推進している第２条第１号に

掲げる商店街団体等とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表に定める補助要件を満たさない商店街団体等は補

助の対象者から除く。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、第３条第１項の補助事業を実施するために必要な経費とし、

その範囲は別表のとおりとする。ただし、消費税及び地方消費税相当額は補助の対

象としない。 

 

（補助額の算出方法等） 

第６条 補助額は、別表の補助の対象事業について、補助対象経費に補助率を乗じた

額又は補助上限額の少ない方の額とする。 

２ 前項の規定により算出した補助額に千円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。 

３ 当補助金及び国又は市町村が実施する上乗せ補助に係る補助額の合計は、補助対

象経費の総額を超えないものとする。 

 

（申請書の提出期日等） 

第７条 規則第３条による申請をしようとする補助事業者は、「神奈川県商店街等再

起重点支援事業費補助金交付申請書（様式２）」に次の書類を添えて、知事が別に

定める期日までに提出しなければならない。 

(1) 補助事業計画書（様式２－１） 

(2) 役員等氏名一覧表（様式２－２） 

(3) 定款又は規約の写し 

(4) 組合員（会員）名簿の写し 

(5) 収支予算書の写し 

(6) 商店街団体等の構成区域がわかる地図の写し 

(7) その他知事が必要と認める書類 

 

（交付等の決定） 

第８条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合において、別に定める

審査会の審査を経て、補助金の交付を決定したときは、「神奈川県商店街等再起重

点支援事業費補助金交付決定通知書（様式３）」により通知するものとする。また、

不交付を決定したときは、「神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金不交付決

定通知書（様式４）」により通知するものとする。 

２ 知事は、前項の通知に際して必要な条件を付することができる。 



（暴力団排除） 

第９条 神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号）第10条の規定に基

づき、申請者が次の各号に該当する場合は、補助金交付の対象としない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下

「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団 

(2) 法第２条第６号に規定する暴力団員 

(3) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに前号に規定する暴力団員に該当する

者があるもの 

(4) 法人格を持たない団体にあっては、代表者が第２号に規定する暴力団員に該当

するもの 

２ 知事は、補助事業者が、前項各号のいずれかに該当するか否かを神奈川県警察本

部長に対して確認を行うことができる。ただし、当該確認のために個人情報を神奈

川県警察本部長に提供するときは、神奈川県警察本部長に対して当該確認を行うこ

とについて、当該個人情報の本人の同意を得るものとする。 

３ 知事は、補助事業者が第１項各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

 

（申請の取下げのできる期間） 

第10条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げのできる期間は、交付決定通知

書を受理した日から10日を経過した日までとする。 

 

（補助事業の変更） 

第11条 補助事業者は次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ「神奈川県

商店街等再起重点支援事業費補助金変更承認申請書（様式５）」を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。 

(1) 補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。ただし、各

配分額の20パーセント以内の流用増減を除く。 

(2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除

く。 

ア 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意に

より、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

イ 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

２ 知事は、前項の承認をする場合は、「神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助

金変更承認通知書（様式６）」により通知する。なお、交付決定額の変更を伴うと

きは、「神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金変更交付決定通知書（様式

７）」により通知するものとする。 

３ 知事は、第１項の承認をする場合において必要に応じ交付決定の内容を変更し又

は条件を付することができる。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第12条 補助事業者は、補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとす

るときは、あらかじめ「神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金中止（廃止）

承認申請書（様式８）」を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 



２ 知事は、前項の承認をする場合は、「神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助

金中止（廃止）承認通知書（様式９）」により通知するものとする。 

３ 知事は、第１項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の全部若しくは

一部を取り消し、又は変更することができる。 

 

（契約等） 

第13条 補助事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場

合は、一般の競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競

争に付することが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約に

よることができる。 

２ 補助事業者は、前項の契約（契約金額100万円未満のものを除く。）に当たり、県

又は経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業

者を契約の相手方としてはならない。ただし、補助事業の運営上、当該事業者でな

ければ補助事業の遂行が困難又は不適当である場合は、知事の承認を受けて当該事

業者を契約の相手方とすることができる。 

３ 知事は、補助事業者が前項本文の規定に違反して県又は経済産業省からの補助金

交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方としたこ

とを知った場合は必要な措置を求めることができるものとし、補助事業者は知事か

ら求めがあった場合はその求めに応じなければならない。 

４ 前３項までの規定は、補助事業の一部を第三者に請負わせ、又は委託し、若しく

は共同して実施する体制が何重であっても同様に取り扱うものとし、補助事業者

は、必要な措置を講じるものとする。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第14条 補助事業者は、第８条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の

全部又は一部を知事の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

ただし、信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平成10年法律第105号）第２条

第３項に規定する特定目的会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和25年政令第350

号）第１条の３に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては、この

限りでない。 

２ 知事が第18条第１項の規定に基づく確定を行った後、補助事業者が前項ただし書

に基づいて債権の譲渡を行い、補助事業者が知事に対し、民法（明治29年法律第89

号）第467条又は動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律

（平成10年法律第104号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定す

る通知又は承諾の依頼を行う場合には、知事は次の各号に掲げる事項を主張する権

利を保留し又は次の各号に掲げる異議をとどめるものとする。また、補助事業者か

ら債権を譲り受けた者が知事に対し、債権譲渡特例法第４条第２項に規定する通知

若しくは民法第467条又は債権譲渡特例法第４条第２項に規定する承諾の依頼を行う

場合についても同様とする。 

(1) 知事は、補助事業者に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と

相殺し、又は、譲渡債権金額を軽減する権利を保留する。 

(2) 債権を譲り受けた者は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡

又はこれへの質権の設定その他債権の帰属及び行使を害すべきことを行わないこ



と。 

(3) 知事は、補助事業者による債権譲渡後も、補助事業者との協議のみにより、補

助金の額その他の交付決定の変更を行うことがあり、この場合、債権を譲り受け

た者は異議を申し立てず、当該交付決定の内容の変更により、譲渡対象債権の内

容に影響が及ぶ場合の対応については、専ら補助事業者と債権を譲り受けた者の

間の協議により決定されなければならないこと。 

３ 第１項ただし書に基づいて補助事業者が第三者に債権の譲渡を行った場合におい

ては、知事が行う弁済の効力は、神奈川県財務規則（昭和29年神奈川県規則第５号）

第72条第１項の規定に基づき、同規則第70条に規定する者が決裁した支出命令に係

る伺いを会計管理者又は所管の出納員に送付したときに生ずるものとする。 

 

（遅延の報告） 

第15条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込ま

れる場合又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに「神奈川県商店街等

再起重点支援事業費補助金遅延等報告書（様式10）」を知事に提出し、その指示を

受けなければならない。 

 

（状況報告及び調査） 

第16条 知事は、必要に応じて補助事業者から補助事業の遂行の状況の報告を求め、

又は調査することができる。 

 

（実績報告） 

第17条 規則第12条の規定による実績報告は、「神奈川県商店街等再起重点支援事業

費補助金実績報告書（様式11）」に次の書類を添えて、補助事業が完了した日から

30日を経過した日又は別に定める日のいずれか早い日までに知事に提出しなければ

ならない。 

(1) 補助事業報告書（様式11－１） 

(2) 収支を証する書類の写し 

(3) 補助金受入口座の通帳の写し 

(4) その他知事が必要と認める書類 

２ 補助事業者が前項の実績報告をやむを得ない理由により提出できない場合におい

て、知事はその期限を猶予することができる。 

 

（補助金の額の確定） 

第18条 知事は、前条の実績報告があった場合において、当該報告に係る書類の審査

及び必要に応じて現地調査等を行い、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容

（第11条第２項に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付し

た条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定する。 

２ 知事は、前項の規定により確定した額が交付決定額と相違する場合には、「神奈

川県商店街等再起重点支援事業費補助金の額の確定通知書（様式12）」により補助

事業者に対し通知するものとする。ただし、第８条第１項又は第11条第２項の規定

により通知した交付決定額を増額することはできないものとする。 

 



（補助金の支払） 

第19条 補助金は、前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に精

算交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第20条 知事は、第12条第２項の補助事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の

承認をする場合又は次の各号のいずれかに該当する場合には、第８条第１項又は第

11条第２項の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができ

る。 

(1) 補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若し

くは指示に違反した場合 

(2) 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

(3) 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

(4) 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する

必要がなくなった場合 

(5) 補助事業者が、第９条第１項各号のいずれかに該当する場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する

補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を

命ずる。 

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、そ

の命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、年利10.95パーセ

ントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から20日以内とし、期限内

に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る日数に応じて年利

10.95パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（財産の管理） 

第21条 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用が増加した財産（以下「取得

財産等」という。）について、補助事業の完了後も、取得財産等管理台帳を備え、

その保管状況を明らかにし、善良なる管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

 

（財産の処分の制限） 

第22条 取得財産等のうち、規則第17条の規定に基づき知事が定める処分を制限する

財産は、取得価格又は効用の増加価格が50万円（消費税抜き）以上の財産とする。 

２ 規則第17条ただし書きの規定により知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める資産の区分に応じた耐用年

数に相当する期間とする。 

３ 補助事業者は、規則第17条に規定する知事の承認を受けようとする場合は、「神

奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金財産処分承認申請書（様式13）」を知事

に提出するものとする。 

４ 規則第17条の規定により、知事の承認を得て処分したことにより収入があるとき

は、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 



（産業財産権等に関する報告） 

第23条 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、意匠権

又は商標権等（以下「産業財産権等」という。）を補助事業の実施期間内に出願

若しくは取得した場合又はそれを譲渡し、若しくは実施権等を設定した場合には、

遅滞なくその旨記載した「神奈川県商店街等再起重点支援事業費補助金産業財産

権等取得等届出書（様式14）」を知事に提出しなければならない。 

 

（収益納付） 

第24条 知事は、補助事業者が行う補助事業の実施期間内に、補助事業の成果の事業

化、産業財産権等の譲渡又は実施権の設定及びその他補助事業の実施により収益が

生じたと認めたときは、補助事業者に対し交付した補助金の全部又は一部を県に納

付させることができる。 

 

（情報管理及び秘密保持） 

第25条 補助事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情報については、当

該情報を提供する者の指示に従い、又は、特段の指示がないときは情報の性質に応

じて、法令を遵守し適正な管理をするものとし、補助事業の目的又は提供された目

的以外に利用してはならない。 

なお、情報のうち間接補助事業者その他の第三者の秘密情報（事業関係者の個人

情報等を含むがこれらに限定されない。）については、機密保持のために必要な措

置を講ずるものとし、正当な理由なしに開示、公表、漏えいしてはならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の一部を第三者（以下「履行補助者」という。）に行わ

せる場合には、履行補助者にも本条の定めを遵守させなければならない。補助事業

者又は履行補助者の役員又は従業員による情報漏えい行為も補助事業者による違反

行為とみなす。 

３ 本条の規定は補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）も有効とす

る。 

 

（補助後の効果検証） 

第26条 補助事業者は、補助事業の効果検証について、「神奈川県商店街等再起重点

支援事業費補助金の効果検証報告書（様式15）」により、補助事業の完了した日の

属する会計年度の終了後３年間、翌会計年度終了後20日以内に知事に報告しなけれ

ばならない。 

２ 知事は、必要に応じて補助事業者から補助事業に係る効果の詳細な内容等につい

て報告を求めることができ、補助事業者は速やかに報告しなければならない。 

 

（書類の整備） 

第27条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、か

つ当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類（以下「証拠書類等」という。）は、当該補助

事業の完了の日の属する県の会計年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

３ 補助事業者は、前項に規定する証拠書類等の保存期間が満了しない間に当該団体

が解散する場合は、その権利義務を承継する者（権利義務を承継する者がいない場



合は知事）に当該書類を引き継がなければならない。 

 

（届出事項） 

第28条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、文書をもってその旨

を速やかに知事に届け出るものとする。 

(1) 補助事業者の所在地、名称又は代表者を変更したとき 

(2) 補助事業者が合併又は解散したとき 

 

（細目） 

第29条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  



別表 

補助の 

対象事業 
補助要件 補助対象経費 補助率 

補助 

上限額 

補助 

下限額 

神奈川県

商店街等

再起重点

支援事業 

・新型コロナウイルス感染

症により売上減少等の影

響が生じていること。 

・令和４年４月１日時点

で、３か月以上の活動実

績があること。 

・過去に神奈川県商店街魅

力アップ事業費補助金及

び神奈川県商店街等プレ

ミアム商品券支援事業費

補助金の交付を受けたこ

とがないこと。 

・補助対象年度において、

次に掲げる補助金及び

国、市町村の類する事業

費補助金の交付を受けな

いこと。（当補助金の上

乗せ分は除く。） 

(1)神奈川県商店街魅力

アップ事業費補助金 

(2)神奈川県商店街等プ

レミアム商品券支援事

業費補助金 

(3)神奈川県商店街等名

産ＰＲ事業費補助金 

専門家謝金、借損料、通信

運搬費、広告宣伝費、消耗

品費、什器備品費、賃金、

システム開発費、商品開発

に係る経費、委託費 

 

※支払の確認ができない

（領収書のない）経費、交

付決定日前又は事業期間終

了後に支払われた経費、光

熱水費、プロバイダ契約

料・使用料、回線使用料、

飲食に係る費用、賞金又は

商店街が発行する商品券の

プレミアム（上乗せ）分に

充当する経費、汎用的に使

用することができる物品の

購入費用、振込手数料、市

場価格と比較して明らかに

高額である経費、その他知

事が適当でないと認めた経

費については補助対象とし

ない。 

補助対

象経費

の 

３／４

以内 

150万円 10万円 

 


